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のダイナミズムの一端面を解明する。

１．米自動車用タイヤ市場への新規参入と企
業間競争の開始

（１）タイヤ市場への相次ぐ新規参入
　1880 年代よりタイヤの製造を行う企業が表
れ、その後、タイヤ製造事業を開始する企業が
増えた。特に、20 世紀初頭、アメリカで自動車
市場が立ち上がり、自動車用タイヤの需要が表
れ始めると、自動車用タイヤの製造事業に参入
する企業が相ついだ。
　アメリカで最も早くタイヤ生産を開始したの
はグッドリチ（B.F.Goodrich）とダイヤモンド
ラバー（Diamond Rubber）であるが、後述する
ように、ダイヤモンドラバーは 1912 年にグッ
ドリチに合併された 1）。
　ベンジャミン・フランクリン・グットリチは、
米アクロン地元の人達から 1 万 3,600 万ドルの
支援を得て、1870 年にアパラチア山脈以西の初
のゴム製品工場を作り、80 年には法人形態の
グッドリチ社を設立する 2）。当初同社が手がけ
た主力製品は、ゴムホースやベルトなどの一般
ゴム製品であったが、2 度にわたって経営危機
を経験してから、88 年にタイヤの製造を始め
た。某アイランド人獣医がニュマティック

（pneumatic）タイヤを開発し、好評を博すると、
90 年代初頭、グッドリチはその特許を取得し、
自転車用のニュマティックタイヤの製造を開始
した。同社が自動車用タイヤの製造に取り組ん
だのは 1896 年であり 3）、よってアメリカ最初の
自動車用タイヤメーカーが登場した。その際も
グッドリチのタイヤはニュマティックタイヤで
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　55 巻 2 号の論文では、戦前期における米補修
用・交換用（Renewal Equipment、RE）タイヤ
市場を中心に企業間取引関係がどのように行わ
れ、また、上位タイヤメーカーがどのように垂
直統合を行ったかを分析した。本稿では、戦前
期の米タイヤメーカー間競争とその中で形成さ
れた産業組織、そして、主に、自動車メーカー
と直接取引される OE（Original Equipment、以
下 OE と略する）タイヤの市場における競争と
取引の関連を分析する。
　まず、立ち上がりの時期の企業間競争を概観
すると共に、その中でどのような産業組織が形
成されていたかを明らかにする。その上で、寡
占タイヤメーカー間の競争の結果、企業別の
シェアがどのように推移し、また、その主な要
因が何であったかを分析する。最後に、補修用・
交換用タイヤ市場と共に、タイヤの重要な市場
であった OE タイヤ市場を取り上げ、タイヤ
メーカーがどのような企業間競争を展開し、そ
れが自動車メーカーとの取引とはどのように関
連していたかを明らかにすることによって、競
争と取引の絡み合いという視点からの産業発展
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あり、自転車用タイヤに使われた設備を転用し
た 4）。94 年に創業されたダイヤモンド社も 96 年
にタイヤ生産を開始し、20 世紀初頭に米自動車
メーカーにタイヤを供給できる企業はグッドリ
チとダイヤモンドラバーの2社のみであった 5）。
　 グ ッ ト ･ イ ヤ ー タ イ ヤ ･ ア ン ド ･ ラ バ ー

（Goodyear Tire and Rubber、以下、グッドイ
ヤー）、ラバー・グッズ・マニュファクチュアリ
ング（Rubber Goods Manufacturing Company、
以下、RGM）も 19 世紀末にタイヤ生産を開始
した。フランクセイバーリング（Frank A. Sei-
berling）は、義理の兄弟から借りた 3,500 ドル
を頭金にして工場を購入し、ゴムの加硫法の発
明者グットイヤーの名前をとってグットイヤー
社を 1898 年 8 月、米アクロンで創立した。同
社設立当初は、自転車用タイヤ市場のブームの
時期であり、自転車用タイヤを主力製品にした
が、馬車のタイヤ、蹄鉄のゴム詰め物、ポーカー
チップの製造、販売も行っていた 6）。1900 年代
に入り、自転車用タイヤ―ブームが収まり、そ
の代りに、自動車市場が成長し始めると、1901
年自動車用タイヤの生産を開始した 7）。RGM も
複数の企業を 1898 年に買収して、ベルトなど
一般ゴム製品を製造し、その後、タイヤ製造を
行った。
　US ラバー（United States Rubber Co.）は、
1905 年に、この RGM を買収合併して自動車タ
イヤの製造を開始した 8）。同社は、1892 年、い
くつかの靴製造の中小企業を合併してコネチ
カット州で設立された企業であり、当初、一般
ゴム製品の製造を行っていたが、買収合併によ
る製品多角化を進め、自動車用タイヤの製造開
始もその一環であった 9）。 
　また、1898 年に、ノイズ・フィスクはスポル
ディング & ペパー（Spaulding and Pepper Co.）
を買収してフィスクラバー（Fisk Rubber）を立
ち上げて、タイヤ製造を開始し、1899 年設立の
ペンシルベニア・ラバー（Pennsylvania Rubber）
も自動車タイヤ市場に参入した。
　ファイアストーン（Firestone Tire & Rubber 
Company、以下、ファイアストーン）も 1900 年
に創業され、アクロンで工場を設けてタイヤ製
造業に進出してきた。同社の創業者のハーベイ・

ファイアストーン（Harvey S. Firestone）は、
シカゴで簿記係、薬品や馬車用ゴムタイヤの営
業の仕事を行っていたが、31 歳になった 1900
年に、オハイオ州アクロンでファイアストーン
を立ち上げ、タイヤの製造、販売を開始した 10）。
当初は、先発のグッドリチから半製品のゴムタ
イヤやタイヤ用繊維と輪などを購入してそれを
使って製造した完成品タイヤを販売したが、
1903 年 1 月にタイヤの新工場を設けて、自動車
用タイヤを製造し始めた 11）。モルガン & ライト

（Morgan & Wright tire Company）はシカゴから
自動車集積地のデトロイトに移ってきて、タイ
ヤ事業を始めた。製靴企業の中で、コンバース・
ラ バ ー・ シ ュ ー（the Converse Rubber Shoe 
Company）とフードラバーもそれぞれ 1908 年
と 12 年にタイヤ市場に参入してきた 12）。
　このように、自動車用タイヤ産業が立ち上
がったばかりの 1901 年から 13 年にかけて合計
27 社が参入ており、参入企業の大半は靴、ゴム
ホースなど一般ゴム製品事業からの多角化の一
環としてタイヤ事業に参入した企業であっ
た 13）。

（２）企業間競争の開始
　このように、タイヤ市場への参入が相次ぐ中
で、当初、自動車用タイヤ市場で高いシェアを
占め、1 位と 2 位を争ったのは先発企業 2 社、つ
まり、グッドリチと US ラバーであった。例え
ば、1905 年に、両社が自動車用タイヤ市場の 9
割を掌握したとされる 14）。 
　タイヤ製造事業への参入が最も早かったグッ
ドリチは、とりわけ、1900 年代後半に自動車用
タイヤの生産、販売を伸ばした。例えば、同社
の自動車用タイヤの生産量は 1904 年の 45,000
個から、3 年後の 1907 年にはその 4 倍以上の
240,000 個に急増した 15）。前述したように、グッ
ドリチは、タイヤに限らず、多様なゴム製品に
多角化していたが、その中でもタイヤ生産の比
重が高まり、タイヤの中で、自動車用の比重を
高めた。例えば、1902 年、自転車用が同社売上
高の 4 分の 1、利益の 2 割を占めたが、5 年後
の 1907 年には売上高のわずか 3%、利益の 6%
を占めるに止まり、その代わりに、自動車用タ
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ンのタイヤ生産を合わせても、グッドリチのそ
れの 3 分の 2 にすぎなかったとされる 21）。
　ただ、このタイヤ専業 2 社も、低価格を可能
にする設備投資と製品設計面の革新性をもと
に、1910 年頃には他の中小タイヤメーカーより
高い競争力をつけ、上位企業に追いつく基盤を
整えた。例えば、グッドイヤーは、1900 年代前
半まで 2% にとどまった市場シェアを 09 年には
5% にまで引き上げ、10 年には、グッドリチと
US ラバーに次ぐ第 3 位の企業になり、12 年初
頭には、US ラバー、グッドリチ、ダイヤモン
ド（同年、グッドリチに合併）に次ぐ 4 位の座
を占めた 22）。

２．戦前期の米タイヤ産業の産業組織

　1910 年代前半までの活発な新規参入の後、14
年から 17 年の 4 年間にも新規参入が増加して
おり、とりわけ、15 年と 16 年には、創業によ
る新規参入企業が少なくとも 23 社あった。この
数は、それまでの 7 年間にタイヤメーカーとし
て創業された企業数に匹敵する。1910 年代半
ば、タイヤメーカーの活発な創業があったので
ある。さらに、1917 年からも新規参入の「ブー
ム」のような現象が起こり 22 年まで続いた。す
なわち、17 年から 22 年までの 5 年間に、年平
均約 42 社、延べ 249 社の企業が新たに参入し
た。1901 年～ 16 年の年平均参入企業が 13 社で
あったことと比較すれば、この時期、如何に新
規参入が活発であったかがうかがい知れる。
　ところが、図 1 で分かるように、1923 年に新
規参入の転換点がくる。つまり、23 年に新規参
入数は 24 社に減り、24 年と 25 年にもそれぞれ
17 社にとどまった。前述したように、ちょうど
この 20 年代半ばより米自動車の需要が行き詰
まり、自動車市場が成熟期を迎えたことに影響
された可能性が高い。その後、26 年から 50 年
までの約 4 半世紀間、新規参入の動きはほぼ止
まった（図 1）。
　反面、1922 年よりタイヤ市場からの撤退企業
が一気に増加し、20 年代末まで撤退企業が極め
て多かった。1900 年代には撤退する企業は限ら
れ、10 年代にも撤退企業が増えてはいるもの

イヤが 1907 年に同社売上高と利益の 3 分の 1 も
占めた。こうした中で、自動車用タイヤ市場に
おけるグッドリチのシェアも、1904 年の 15% か
ら 08 年には 21% にまで高まった。1910 年頃ま
で、同社はゴム製品メーカーの中で最も成功的
に多角化を成し遂げた企業になった 16）。
　さらに、グッドリチは 1912 年に、前述した
ダイヤモンドを買収して、自動車用タイヤの生
産を強化した。ダイヤモンドはイギリスのタイ
ヤコードを米で独占的に利用する権利を有して
いたが、これがグッドリチがダイヤモンド社を
買収した重要な理由であったとされる 17）。その
買収によって、同年、米タイヤ市場におけるグッ
ドリチのシェアは 25% にまで上昇し、同市場に
おける首位の座も維持した 18）。
　1900 年代の最初の 10 年間、グッドリチと共
に米自動車用タイヤ市場で最上位を占めたのは
US ラバーであった。同社は、グットリチと同
じく、多様なゴム製品に多角化していたが、前
述のように、1905 年に RGM 社を買収すること
によって、自動車用タイヤ事業に参入し、さら
に、10 年にいくつかのタイヤメーカーを買収す
ることによって、10年～12 年に、タイヤ市場に
おいて約 25% のシェアを占め、10 年代半ばま
で同市場で高い市場地位を維持していた 19）。こ
のように、US ラバーはグッドリチ同様に、多
角化企業としてタイヤ産業の立ち上がりの時
期、自動車用タイヤ市場で最上位の座を占めた。
ただし、同社は 1912 年のダイヤモンド社を合
併するまで内部資源の蓄積・利用による成長を
続け、買収・合併を繰り返したグッドリチと違
う成長戦略をとっていた。
　この時期、グッドリチと US ラバーの上位 2
社に比べ、他のタイヤメーカーの存在感は小さ
かった。後述するように、1910 年代から最上位
企業に躍り出るグッドイヤーとファイアストー
ンも、自動車用タイヤ市場の立ち上がり期には、
上位 2 社製品に比べ、タイヤ製品の品質につい
ての業界、市場の評価は低かった。米タイヤ市
場におけるグッドイヤーのシェアは 02 年～ 06
年に 2% 程度にとどまった 20）。ファイアストー
ンも同じ時期に一桁のマーケットシェアであっ
た。1909 年に、グッドイヤーとファイアストー
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違いないであろうが、それに加えて、他の要因
も影響したとみられる。例えば、経営管理面の
問題点、製品の品質上の問題、安定的な顧客確
保能力の不足、タイヤ製品の支配的デザインの
確立などがあげられる。また、一時的な火事に
よって撤退・倒産した例もあれば、製造原料の
生ゴムの価格上昇による採算悪化の結果、撤退
した企業もあった。とりわけ、1920 年代後半以
降、タイヤの価格競争が激化する中での稼働率
低下で採算が悪化した末、倒産する例が少なく
なかった。
　こうした新規参入と撤退の動きの中で、企業
数は一定時期までの増加とその後の減少とい
う、割と単調な動きを見せた。図 2 によれば、
タイヤ生産に携わっている米企業数は 22 年に
278 社まで増加した。だが、20 年代半ば以降、
減少を続け 30 年代前半の大恐慌期にも企業数
の減少が続き、やっと 30 年代後半から 30 社前
後で安定的に推移した。
　このように、1920 年代半ばから残存企業数が

の、さほど多くなかった。05 年～ 22 年の年平
均撤退率（＝撤退企業数／企業数）は 7.6％に
とどまった。
　しかし、22 年～ 30 年の年平均撤退率は 19.7％
にまで跳ね上がり、また、1922 年～ 32 年の 10
年間、撤退率は 2 倍に上昇した。大恐慌期の後
はすでに多くの企業の撤退が済んでおり、なお
かつ、後述するように、残った企業数もかなり
絞られていたため、撤退の動きは落ち着いた。
　撤退企業がタイヤ市場への新規参入から撤退
するまでかかった平均期間をみれば、04 年～ 16
年にタイヤ事業に参入した企業は 13 年であっ
たのに対して、17 年～ 22 年に参入した企業は
7 年、17 年～ 22 年に参入した企業は 6 年にす
ぎず、また、17 年～ 22 年に参入した企業が 5
年以内に撤退した確率は 56％を超えていた 。
ブーム期に参入した企業がより短い期間に撤退
する確率が高まったのである。
　新規参入の停滞と同様に、こうした撤退の動
きには、自動車市場の動向が影響したことは間

図 1　米タイヤ産業における参入企業数（entry）と退出企業数（exit）の推移、1901年-1950 年

出所： Buenstorf & Klepper(2010)、p.1566（原データは Thomas’ Register of American 
Manufacturers）。
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われたといわれるが、同じような現象が戦前の
アメリカのタイヤ産業にも見られたのである。
この寡占企業間の競争によって、また、各社の
市場シェアがどのように変動していたか、その
背景にある要因は何かをみておこう。

（１）1910 年代における企業別シェア
　米自動車需要が本格的に伸びていった 1910
年代に、自動車用タイヤ市場で企業間の優劣に
大きな変化があった。タイヤ産業の立ち上がり
の時期、高いシェアを掌握したグッドリチ、US
ラバーなど先発企業のシェアが下がり、特に US
ラバーのシェア下落が著しかった 27）。まず、米
タイヤ市場における US ラバーのシェアは 1910
年の25%から17年に11.3%に急落した 28）。グッ
ドリチも、12 年のダイヤモンド社の合併の後か
らは、市場におけるシェアを減らし続けた。首
位の座から 13 年には 2 位になり、15 年には、
グッドイヤーに抜かれ 3 位になり、その後、ファ
イアストーンにも抜かれ、4 位にまで順位を落
とした 29）。
　反面、この時期に、中小タイヤメーカーであっ
たグッドイヤーとファイアストーン等後発のタ

少なくなる中でも、特に少数企業の集中が著し
く、これら少数企業による寡占構造が定着した。
市場に影響を与えられるシェアを占めたタイヤ
メーカーは 8 社に絞られ 23）、殊に、上位 4 社に
よる寡占構造が固まった。すでに、1913 年に、
グッドイヤー、ファイアストーン、US ラバー、
グッドリチの「ビッグ 4」体制が台頭していた
が 24）、その後も、この 4 社が高い市場シェアを
占め続け、他のメーカーとの格差が大きかった。
こうした米自動車タイヤ市場における寡占体制
は、この 4 社及び海外大手タイヤ―メーカー間
に買収・合併が行われ始める 70 年代まで続い
た 25）。

３．上位企業のシェアの変動と要因
　2 でみたように、競争し合っているタイヤ企
業の数が絞られたにもかかわらず、それらの上
位企業間には安定的な関係が作られず、激しい
競争が繰り広げられた。アメリカの産業の中で
も、競争が激しい産業であり、寡占企業間の競
争が長期間にわたって続いた 26）。戦後、日本の
多くの産業で寡占的な産業組織が形成され、寡
占企業間に「顔の見える」激しい有効競争が行

図２　米タイヤ産業における企業数推移、1901年-1950 年
（単位：社）

出所：図１に同じ。
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ヤーは 1919 年には 25% という高いシェアを記
録し、首位の座を維持した。20 年代初頭の不況
の際に、経営不振に陥り、21 年に 16% にまで
シェアを低めたが、翌年には回復し、その後は
再び市場シェアを高めた。ゴム製品全体の売上
高を基準にしても、26 年に、グッドイヤーは、
多角化された競争企業を抜いて世界最大のゴム
製品メーカーになった 32）。さらに、表 1 で分か
るように、29 年には 30% 近くのシェアを、大
恐慌期の 33 年にも 3 割強のシェアを記録し、2
位以下の企業とのシェア格差を広げた。
　もう一つの後発のタイヤ専業メーカーのファ
イアストーンも市場での存在感を高めていっ
た。ファイアストーンは、1921 年に US ラバー
に次ぐタイヤ市場の 3 位になり、その後、さら
に市場シェアを高め、26 年には 14% 強のシェ
アで、US ラバーを抜いて同市場 2 位になり、29
年には 2 割に肉薄するシェアを占めた（表 1）33）。
　このように、タイヤ市場でシェアを伸ばした
後発のグッドイヤーとファイアストーンと対照
的に、1910 年代初頭まで圧倒的に高い市場地位
にあった先発企業の US ラバーとグッドリチ
は、米タイヤ市場でシェアを奪われた。20 年代

イヤ専業企業のシェアが高まり、タイヤ市場の
上位企業に躍り出た 30）。特に、同市場における
グッドイヤーのシェアは毎年上昇し、1910 年の
12% から 16 年には 21% に上昇した。17 年に、
同社の全社売上高は 1 億ドルを超え、多角化し
た US ラバーのそれよりは小さかったものの、
タイヤだけの売上高ではトップになった。ファ
イアストーンもタイヤ市場におけるシェアを
1910 年の 8% から 16 年には 20% にまで伸ばし、
20 年には、US ラバーとグッドリチのタイヤ生
産量を凌駕していた 31）。 

（２）1920 年代の企業別シェアの推移
　前述したように、1910 年代前半までは、多角
化企業でタイヤ生産の開始が早かったグッドリ
チと US ラバーが先頭グループを形成していた
が、その後は、後発メーカーでタイヤ専業度が
高いグッドイヤーとファイアストーンがより速
く生産・販売を伸ばし、先発グループを追い抜
いた。
　先頭に立ったのはグッドイヤーであった。前
述したように、1916 年に米タイヤ市場における
シェアを 21% にまで伸ばしたタイヤグッドイ

表１　米タイヤ産業の企業別販売シェア（1921-33 年）
（単位：%）

企業名 1921 1926 1929 1933

Goodyear 16.1 21.8 29.2 30.1

Firestone 8.2 14.1 19.0 15.4

U.S.Rubber 8.5 7.4 6.6 18.9

B.F.Goodrich n.a. 10.0 7.2 7.7

Fisk n.a. 5.3 4.1 3.1

General n.a. 1.1 1.8 2.7

Dunlop n.a. 0.8 0.9 1.4

Dayton n.a. 0.5 0.5 0.7（1932）

Norwalk n.a. 0.3（1927） 0.2 0.4

McCreay n.a. n.a. 0.01（1930） 0.05（1934）

Seiberling n.a. 1.3 1.4 1.5

Mohawk Rubber n.a. n.a. 0.5（1930） 0.9

出所：French(1986)、p.31。
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増した。1907 年以降毎年のように倍増し、1908
年に 3 万 5,000 個から、わずか 4 年後の 12 年に
100 万個を超え、翌年には、150 万個を生産し
た 39）。
　また、グッドイヤは 1916 年に新製品タイヤ
を生産するラインを立ち上げ 40）、同年の生産能
力増加分だけで、同年のグッドリチのタイヤ生
産能力とほぼ同じであったとされる。16 年に、
グッドイヤーが土地、建物、機械及び付属設備
に投下した総資本は約 1,300 万ドルに達し、20
年には、ロスアンゼルスにも新工場を稼働し、
生産能力を増やした、また、同年、同社のアク
ロン工場への投資額だけでも、6 千万ドルを超
えた。1933 年には、グッドイヤーのタイヤ生産
能力は、2 位と 3 位のタイヤ企業を合わせたそ
れより大きかったとされる。
　ファイアストーンも積極的な設備投資を行い
つづけた。例えば、1909 年から 10 年にかけて
大型の新工場を建設した上、17 年にも新工場を
立ち上げた。28 年には、グッドイヤーと同様に
ロスアンゼルスに新工場を設けた 41）。
　需要増加に触発されて、設備投資競争が激し
くなる中で、先発のグッドリチと US ラバーも
生産能力を増強した。例えば、1915 年、グッド
リチの設備投資で、同年 6 月の日産は 1 万 2,000
個で、前年の日産より 50% 以上増加し、さら
に、16 年春の日産は 1 万 7,000 個になった。1920
年、US ラバーの 5 つの工場の生産能力は前年
の 2 倍になった 42）。
　しかし、設備投資の積極性において、グッド
イヤー、ファイアストーンには劣っていた。特
に、グッドリチは、抱える事業が多岐に渡って
いたため、タイヤ市場の急成長期の 1910 年代
にも、タイヤ事業への投資を躊躇い、投資の適
期を逃し、後発企業にシェアを奪われた。すな
わち、既存工場の部分的増強に止まり、タイヤ
の新工場を建設、稼働、拡充していたグッドイ
ヤーとファイアストーンの生産拡大に追いつけ
なかった。20 年代以降にも、既存の主力工場が
あるアクロン以外の地域、例えば、カリフォル
ニアなどで新工場を建設、稼働していったグッ
ドイヤー、ファイアストーンと違って、主力生
産拠点のアクロン工場に頼り続け、設備の老朽

に両社ともに一桁の市場シェアにとどまり、3
位と 4 位の座に転落した （表 1）。例えば、US ラ
バーは、マーケットシェアを落とし、29 年には
わずか 6% 台にとどまった 34）。
　つまり、1910 年代に続き、20 年代にもタイ
ヤ専業のグッドイヤーとファイアストーンが自
動車用タイヤ市場で業績を伸ばしたのに対し
て、買収合併によって多角化を続けてきたグッ
ドリチと US ラバーが同市場におけるシェアを
落としたのである。

（３）専業メーカーの躍進の要因
　こうしたタイヤ専業企業 2 社の躍進の要因と
して、「専門化」による大量生産上の利点と、買
収合併より、内部資源の蓄積に基づく「内部成
長戦略」があげられる 35）。
　それに加えて、専業企業であることによって、
タイヤ事業に経営資源を集中する余力、必要性
が大きかったため、タイヤ事業への設備投資に
積極的であったことも、タイヤ市場における
グッドイヤーとファイアストーンの成長を促し
た要因である。
　タイヤ市場の拡大に触発され、上位のタイヤ
メーカーは、1910 年代以降、高速で柔軟性をも
つコンベヤー、そして、バンバリー・ミキサー

（Banbury Mixer）など労働節約的な設備を導入
したため、最適効率のタイヤ工場規模が拡大し、
タイヤ産業の装置産業的な性格がより鮮明に
なった 36）。上位のタイヤ企業は 20 年代前半に
も、生産能力を増やし、27 年～ 29 年の間にも
市場の拡大を見込んで新設備、新工場の建設へ
の投資を続け、これらの企業の設備投資は 50%
も増えた 37）。 
　グッドイヤーとファイアストーンはとりわ
け、投資に積極的であった。例えば、グッドイ
ヤーは、自動車用タイヤの製造を開始した翌年
の 1902 年秋に、創業時の工場より 4 倍の面積
をもつ新工場の建設に取り組んだ。さらに、
1909 年～ 13 年に、建設及びリノベーションの
プロジェクトに取り組み、1912 年の 1 年だけで
150 万ドルを投資した。これは 4 年前の 08 年の
工場と設備への投資規模の 6 倍であった 38）。こ
うした積極的な設備投資で、タイヤ生産量も急
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トップ企業になる上で大きく貢献したのであ
る。

（４）1930 年代におけるUSラバーのシェア回
復とファイアストーンの低迷
　しかし、1930 年代には上位企業間に再び順位
変動が起こった。前述したように、1920 年代ま
で市場シェアを落として、3 位にとどまってい
た US ラバーが、30 年代初頭の恐慌期を通して
シェアを高め、33 年には、29 年のシェアの 3 倍
以上である 19% のシェアを記録し、ファイアス
トーンを抜いて 2 位になった。さらに、37 年に
は、22.6% に市場シェアを高めた 47）。逆に、20
年代まで 2 位にあったファイストーンが 3 位へ
と順位を落とした（表 1）。こうした US ラバー
の復活は同社の生産拠点の集約化と効率化に負
うところが大きく、20 年代まで 1 位、2 位だっ
たグッドイヤーやファイアストーンには強い競
争圧力になったに違いない 48）。
　確かにタイヤ市場における US ラバーのシェ
アが低落していた 1920 年代末に、同社のいく
つかの工場は、グッドイヤーやファイアストー
ンのアクロン工場よりはるかに効率が悪く、高
いコストで稼働されていたとされる。USラバー
の経営陣はこうした問題点の重要な原因が多角
化によって生産や経営資源投入が分散されたこ
とにあると判断した。そこで、各事業の生産を
特定の工場に特化、集約させた。例えば、自動
車タイヤの生産をデトロイトとハートフォード
に、トラックタイヤの生産をプロビデンスに、
自転車とオートバイ用タイヤの生産をインディ
アナポリスに集中させた。とりわけ、デトロイ
トに広大な新工場を設け、乗用車用タイヤの生
産をデトロイトに集中すると共に、同工場の現
代化を進めた上、科学的管理運動のパイオニア
である J. Newton Gunn を雇い、生産の効率性
においてアクロン工場は同業界のどの工場にも
匹敵するようになった 49）。
　US ラバーと対照的に、20 年代に市場シェア
を伸ばして 2 位の座を維持していたファイアス
トーンは、1920 年代後半より、タイヤ事業への
積極的な設備投資で挑戦的に市場を開拓すると
いうそれまでの戦略を変え、さらに、創業社長

化問題も抱えた 43）。US ラバーも、コルト社長
が会長に退いた 20 年に、ニューヨークの金融街
出身でユニオンパシフィック鉄道の会長でも
あったシガー（Charles B. Segar）を新社長に迎
え入れられたが、この新社長が経営のかじ取り
をした 20 年代に、タイヤ事業への設備投資はそ
れほど行われず、設備の非効率化が深刻になっ
ていった 44）。
　グッドイヤーやファイアストーンのシェア
アップのもう一つの要因は積極的な宣伝広告活
動にあった。とりわけ、グッドイヤーは、同業
他社より早く、全国紙などの広告媒体を使って、
全国的な広告を大々的に行った。例えば、グッ
ドイヤーは設立して 3 年足らずでまだ小企業で
あった 1901 年に、全国紙のサタデーイブニン
グポスト紙（Saturday Evening Post）に広告を
掲載した。1909 年には同紙の 1 ページ全面広告
を掲載し、10 年代に入ってからは、2 面以上の
全面広告を新聞に掲載した。広告宣伝費の支出
規模も大きく、例えば、1906 年、グッドイヤー
の利益額の約 2 倍に該当する 25 万ドルを宣伝、
広告に投入し、同年の米ゴム製品メーカーの中
で最大の広告費支出企業であった。
　こうした広告活動が同社のシェアアップに貢
献した。O’Reilly と Rodengen によれば、グッ
ドイヤーの生産が 1905 年から 08 年の間に約 2
倍に増えたこと、さらに、4 年後の 12 年の売上
高が 08 年の 12 倍以上になったことは、積極的
な設備投資だけでなく、こうした攻撃的なメ
ディア広告が功を奏したためであった 45）。
　また、1913 年に、グッドイヤーは 19 の週刊
誌、18 の一般雑誌、265 の主要日刊紙、86 の農
業関連雑誌、運転手とタイヤ使用者向けの 14 出
版物など、合計 402 の出版物に宣伝広告を行っ
た。また、1915 年、グッドイヤーは、すべての
主要全国紙に広告を掲載し、その広告の下段に
同社系列のディーラーの名前を載せるという新
しい計画を実行した。また、全米の都市を市場
規模からクラス A、クラス B、クラス C の 3 つ
に分け、差別化された広告掲載を行った 46）。こ
うした早い時期からの積極的な広告宣伝が創業
20 年足らず、また自動車用タイヤの生産開始か
ら 10 年余りで、グッドイヤーがタイヤ市場の
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のハーベイ・ファイアストーンが 1938 年に亡
くなってからは、競争的イノベーションの創出
に力を注ぐことを取りやめ、タイヤ事業への経
営資源の集中度を弱めていった 50）。その結果、
ファイアストーンは、29 年以降、米タイヤ市場
におけるシェアを落として 3 位に転落した 51）。

（５）供給過剰と低採算性
　このように、企業によって、時期によって、
タイヤメーカーの設備投資の積極性に違いが
あったとはいえ、総じて、1900 年代から 1920
年代前半までタイヤメーカー間の設備投資競争
が激しかった。その結果、米タイヤ産業の生産
能力は増加し続けた。生産能力の増強の中で、
20 年代前半までは需要も急増勢にあった。その
ため、1910 年代の稼働率は 75% ～ 80% を超え
る水準で推移し 20 年代前半にも稼働率が高
かった 52）。
　ところが、1920 年代後半、米自動車市場が成
熟期に入り、タイヤ需要が伸び悩む中で生産能
力が持続的に高まったため、タイヤ産業は過剰
生産能力を有するようになり、大恐慌期に入る
前の 29 年末にすでにタイヤの「過剰生産能力」
問題が顕在化した 53）。拡張された生産能力と需
要の間のギャップが大きくなったのである。
よって、タイヤ工場の稼働率は低下し、低稼働
率にとどまった。それゆえ、各社は、できる限
り多くの販売数量を獲得し、稼働率を高める必
要性が強かった。従って、シェアを重視し、激
しい価格競争に走ることも辞さず、その結果、
タイヤの生産の採算は悪かった 54）。需要の変動
によって、採算は変わっていったものの、基本
的に激しい価格競争による厳しい採算、低利益
率の時期は、数年を除く、20 年代と 30 年代を
通して続いた 55）。例えば、22 年～ 35 年の年平
均純利益率は 4.3% であり、同期間の全米製造
業の平均利益率、7.6% をはるかに下回っていた
上、大恐慌期に出した赤字の規模においても、
タイヤ産業は極めて大きい方であった 56）。米タ
イヤ産業における企業間競争はかなり長期にわ
たって各社に厳しい採算を強いたのである。
　また、価格競争を伴う厳しい採算の事業で、
大量生産による規模の経済でそれに対応できる

余力をもつ上位企業に比べ、中下位の中小メー
カーはより不利になった。それが前述した、同
市場の寡占構造を強める要因になった 57）。

４．OEタイヤ市場における競争及び、企業
間取引と競争の関連

　タイヤ市場は OE タイヤと RE タイヤという
異質的な二つの市場から構成されている。OE
タイヤは新車用として自動車メーカーに販売さ
れ、需要者が企業であるため、まとまった数量
で需要され、主に、受注生産されるものである。
それに対して、RE タイヤは、流通業者を通じ
て主に、個人に販売されるものであるため、需
要が分散しており、それゆえ、見込み生産され
る。このように異質的な両タイヤ市場における
企業間競争の様相は大きく異なった。次号で、
戦前期の米 RE タイヤ市場における企業間競争
及び取引との関連を分析することにして、本節
では、OE タイヤ市場における企業間競争を分
析する。また、OE タイヤの顧客企業は自動車
メーカーであるがゆえに、タイヤの販売は企業
間取引でもあり、従って、OE タイヤ市場にお
ける企業間競争は、企業間取引と深く関わって
いた。そこで、OE タイヤ市場における競争と
取引の関連についても分析を加える。

（１）1910 年代までのOEタイヤ市場における
競争
　タイヤ産業の立ち上がりの時期、タイヤ市場
全体では、US ラバーとグッドリチが上位の 1 位
と 2 位を占めたが、自動車メーカーと直接取引
する OE タイヤ市場では、グッドイヤーとファ
イアストーンなど後発のタイヤ専業企業が高い
シェアを占め、特にグッドイヤーが強かった。
タイヤ全体で OE タイヤが 3 割前後であり、相
対的に小さい市場ではあったものの、グッドイ
ヤーとファイアストーンは、速く伸びていた中
低価大衆車メーカーへの売り込みに力を入れ、
この OE タイヤ市場の主な供給企業として浮上
した。すなわち、1908 年から 17 年にかけて、
米自動車産業は、より安価な自動車の大量生産
に移行し、それによって自動車の低価格への圧
力が強くなっていたが、グッドイヤーとファイ
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09 年決算期末（8 月 31 日）、自動車 3 台に 1 台
はグッドイヤーのタイヤであり、10 年には全米
で販売された自動車の 36% にグッドイヤー製
タイヤが搭載された 63）。
　1913 年、「モーターショー」に出展された
5,916 台の自動車のうち、39.08% がグッドイ
ヤー製であり、US ラバーの 26.52%、グッドリ
チ・ダイヤモンドの 17.59%、ファイアストーン
の 6.66% より遥かに高いシェアを占めた。さら
に、10 年代後半には、全米の自動車メーカーに
販売される OE タイヤの半分近くがグッドイ
ヤー製であり 64）、競合他社に比べたグッドイ
ヤーの強みは OE タイヤ製品にあり、とりわけ、
有力な自動車メーカーに OE タイヤを納めてい
ることにあるといわれた 65）。
　このように、グッドイヤーが早い時期、OE 市
場で多くの新車メーカーへの売り込みに他社に
先行することができたのは、ジョージ・スター
デルマン（George Stadelman）という優れた営
業専門家の存在と、彼が新たに採用した販売人
材の活躍に負うところが大きかった。スターデ
ルマンは、グッドイヤーに加わる前に、モーガ
ン＆ライトで 7 年間働き、全国のタイヤ市場に
関する深い知識と、馬車製造業及び自動車産業
での人脈を形成しており、自動車業界での販売
経験のあるセールスマンのみを集中的に採用
し、彼らのタイヤ販売努力を専ら自動車メー
カーに集中させた 66）。それに、前述したように、
新聞広告を通じて同社製品の魅力を巧みにア
ピールしたことも、グッドイヤーが次々と自動
車メーカーとの OE タイヤ取引契約に成功した
理由といわれる 67）。
　ファイアストーンは、自動車産業の立ち上が
り期から、フォードと長期の深い取引関係を結
び、フォードの躍進によって OE タイヤ市場に
おけるシェアを高めた 68）。さらに、フォードだ
けでなく、ファイアストーンは他の自動車メー
カー、例えば、老舗の自動車メーカーの Knox 
electrics、Packard trucks、Baker Motor Vehicle、
Studebaker Automobile、Electric Vehicle、
Woods Motor Vehicle、Northern Motor、Chase 
Motor Truck、Mack Brothers Motor Car、He-
witt Motor、Elwell-Parker Electric、Bendix、

アストーンは、この中低価の大衆乗用車メー
カーとの緊密、かつ、長期の取引関係を作り出
し、それに基づき、拡大するタイヤ市場のほと
んどのシェアを獲得し、同市場で高い市場地位
を獲得した 58）。反面、先発の US ラバーとグッ
ドリチは OE 市場では遅れをとった。グッドリ
チは、当初から Winton、Packard、Roe、Pierce 
Arrow、Franklin、Stoddard Dayton 等、高級車
メーカーとの取引に拘り、自動車市場の主流に
なっていった中低下車のメーカーへの販売には
力を入れず、その結果、OE タイヤ市場では存
在感が小さかった 59）。また、US ラバーも、1920
年のシェアが 9.5% にとどまった 60）。
　20 世紀初頭、グッドイヤーの主な需要先は、
E.G.Eager & Company、 Toledo、Straus Tire 
Company であったが、1903 年にこれらの企業
が事業を取りやめるか、倒産することによって、
グッドイヤーは主要顧客を失い、過剰在庫及び
巨額の負債を抱えるようになってしまった 61）。
しかし、その後、グッドイヤーは新たな需要先

（中低価自動車メーカー）の開拓に取り組み、
1906 年末まで OE タイヤ販売の大半を中低価自
動車メーカーに納入していた。例えば、同年に
レオ社とビュイック 社からそれぞれ 1,639 セッ
トと 489 セットの OE タイヤの大量受注に成功
した。これは、同年のグッドイヤーの OE 販売
量の半分を超えるものであった。1907 年に、同
社は主に自動車メーカーからの OE タイヤ受注
獲得のために、デトロイトに販売拠点を設けて、
同年、フォードから T 型乗用車向けに 1,200
セットの注文を獲得し、また、Autocar、Cadil-
lac、Ford、Oldsmobile、Packard、Studebaker、
White など、当時の OE タイヤの優良顧客企業
からも OE タイヤの注文を獲得した。さらに、
1908 年と 09 年にかけても、同社は、Cadillac、 
Cartercar、Jackson、Kissel、Marion、Mitchell、
Oakland、Overland など 11 社の自動車メーカー
と販売契約を結んだ。1910 年 1 月 1 日サタデー
イブニングポスト紙に掲載された広告によれ
ば、グッドイヤーと OE タイヤの取引契約を結
んでいる自動車メーカーは 44 社にも上ってい
る 62）。同社の OE 製品は米自動車メーカーのタ
イヤ発注のうちかなりの割合を占め、例えば、
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Pope Motor Car などへと販売先を広げていっ
た 69）。
　こうした OE 市場におけるファイアストーン
の好調も、販売人材の採用、地域の販売拠点の
強化に負うところが大きかった。例えば、1900
年代に自動車メーカーが多かったインディアナ
州でグッドイヤー製を抑えて、OE タイヤ販売
を増やすために、Will Esterly という同地域の自
動車販売専門家を採用し、同地域の自動車メー
カーとの新車タイヤの取引に成功した 70）。ま
た、ボストン地域の販売拠点の強化によって、
同地域の OE タイヤの 9 割をファイアストーン
が占めることができたとされる 71）。こうした販
売努力の積み重ねで、OE 市場におけるファイ
アストーンのシェアは、10 年の 8％から 16 年
に 20％に上がり、20 年には、US ラバーやグッ
ドリチを抜いて同市場の 2 位企業になった。

（２）1920 年代と 30 年代におけるOEタイヤ
市場における競争
　1920 年代に入っても、少数の上位タイヤメー
カーが OE タイヤ市場を掌握していた。表 2 で
24 年の米自動車メーカーの OE タイヤ購入先を
みれば、グッドイヤーが 36 社で最も多く、次が
ファイアストーンの 28 社、グッドリッチの 27
社であった。また、同じ表で、24 年に、OE タ
イヤを特定のタイヤメーカー 1 社から購入する
自動車メーカー 28 社のうち、グッドイヤー１社
から購入する自動車メーカーが 8 社で最も多
かった。20 年代にグッドイヤーが OE 市場で高
いシェアを占めていたことが推測できる。
　また、前述したように、元々 OE 市場でシェ
アが高くなかったグッドリチは、OE 市場で普
及が急速に進んだバルーンタイヤの大量生産を
躊躇った結果、20 年代後半にさらに市場シェア
を落としていた。例えば、グッドリチはアメリ
カの OE タイヤ市場で 1927 年の 10% から 29 年
の 7% にシェアが下落した 72）。
　対照的に、1920 年代に OE 市場でのシェアを
最も大きく伸ばしたのはファイアストーンで
あった。その背景には、この時期に、OE 市場
でバルーンタイヤの普及が進んだことがあっ
た。例えば、29 年に全米 OE タイヤの 4 分の 3

がバルーンタイヤになった。こうした市場変化
に対応して、ファイアストーンはすでに 1923 年
にバルーンタイヤを開発し、早く生産に取り組
んだことが功を奏して、29 年、OE タイヤ市場
におけるファイアストーンのシェアは 22％に
まで上昇した 73）。
　US ラバーは 1920 年代まで OE 市場で低迷し
た。表 2 をみれば、24 年に US ラバーはわずか
9 社にのみ OE タイヤを納入し、さらに、US ラ
バーは独占的に OE タイヤを供給している顧客
企業は 1 社にすぎなかった。また、表 3 によれ
ば、26 年にグッドイヤーから OE タイヤを購入
していた自動車メーカーのうち、US ラバーと
も取引を結んでいることが確認できる企業数は
わずか 4 社である。20 年代までは、OE タイヤ
市場における US ラバーの地位が低かったこと
が分かる。
　しかし、1930 年代には新車用 OE 市場におけ
る US ラバーの躍進が著しかった。米 OE タイ
ヤ市場における US ラバーのシェアは、1929 年
の 6.9% から 30 年に 12.1%、31 年に 32.5% に
急上昇し、33 年は 29 年の 3 倍のシェアになり、
その後も数年間、同社の市場シェアは 28% を上
回った 74）。1930 年代初頭から長期の取引関係を
結んで、US ラバーは緊密な関係にあったジェ
ネラル・モーターズだけでなく、フォード、パッ
カード、Graham-Paige、Mach Truck などにも
OE タイヤの販売を増やしていって、さらに、40
年代には、アメリカだけでなく世界全体の OE
タイヤ市場で最大の供給者になった 75）。

（３）OEタイヤの取引と競争の関連
　OE タイヤメーカー間の企業間競争は、タイ
ヤメーカーと自動車メーカー間の OE タイヤの
取引の拡大をめぐって行われたものであった。
従って、企業間競争は OE タイヤの企業間取引
に影響を与えると共に、逆に、企業間取引が企
業間競争の様相に影響を与えていた。そこで、
戦前期の OE タイヤ市場における競争と取引の
関連を分析してみよう。

　①需要者の複社発注によるタイヤメーカー間
競争の激化
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表２　米自動車メーカー別のタイヤ購入先（1924 年）
自動車メーカー 取引するタイヤメーカー 自動車メーカー 取引するタイヤメーカー
Anderson Firestone Lafayette Goodyear

Apperson Goodyear, Goodrich, Firestone Lincoln Goodyear, Firestone, Goodrich, US 
Rubber

Auburn Goodyear, Goodrich Locomobile Goodyear, Goodrich, Fisk
Barley Goodyear, Firestone, Goodrich Marmon Goodrich, Firestone

Buick
Goodyear(substantial portion), 
Goodrich, Ajax,Dunlop, US Rubber, 
Pennsylvanial, Firestone

Maxwell Fisk

Cadillac Goodyear, Goodrich, US Rubber McFarlan Goodyear and standard makes
Case Goodyear Moon Miller, Kelly
Charlmers Fisk Nash Goodyear, Firestone
Chandler Goodyear, Goodrich Oakland Goodyear, Firestone, Ajax

Chevrolet Goodyear, Goodrich Olds Goddyear, Ajax, Kelly, Goodrich, 
Firestone

Chrysler Fisk Overland Fisk
Cleveland Goodyear, Oldfield willys-Kinght Fisk
Cole Firestone, Goodrich Packard Kelly, Miller, Firestone
Columbia Fisk, Firestone Paige Goodyear, Firestone
Cunningham Goodyear Peerless Goodyear, Firestone, US Rubber

Davis Goodrich Pierce-Arrow Goodyear, Goodrich, US Rubber, 
Firestone

Dodge Goodyear, US Rubber, Ajax R & V Kinght Goodrich, Firestone
Dorris Goodyear, Goodrich Raugh & Lang Goodyear, Goodrich, Fisk
Dort Miller REO US Rubber
Duesenberg Goodyear, Goodrich, Firestone Rickenbacker Kelly, Seiberling
Durant Fisk Roamer Goodyear, Goodrich, Firestone
Elgin Goodrich Rollin Firestone
Essex Kelly Rolls-Royce Goodyear, Dunlop, Goodrich
Flint Fisk Sayers-Scoville Goodyear, Goodrich

Ford Goodyear,Firestone, Goodrich, Miller, 
Mason Stanley Goodyear, Goodrich

Franklin Goodyear Star Fisk
Gardner Goodyear Stearns Goodyear, Firestone, Goodrich
Gray Goodrich Sterling Kinight Goodrich, Firestone, Miller

Hanson Goodyear Stevens-
Duryea Tires furnished as specified

Haynes Goodyear, Seiberling Studebaker Goodyear, Firestone, US Rubber, 
Goodrich

Hudson Kelly Stutz Goodrich
Hupp Goodyear Velie Miller
H.C.S Goodrich Westcott Firestone
Jewett Oldfield, Miller Wills-St. Claire US Rubber, Firestone
Jordan Goodyear, Firestone Willys-Overland Tires furnished as specified
Kissel Goodyear, Firestone

資料：Goodyear(1924)。
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　OE タイヤは、特定の自動車メーカーからの
注文に従って生産されるため、取引相手が特定
される。その面では、特定企業間の OE タイヤ
取引では、供給者間競争が緩和される傾向があ
る。しかし、現実の OE タイヤの取引ではタイ
ヤ―メーカーの競争が激しかった。多くの自動
車メーカーが新車用 OE タイヤを複社発注し
て、タイヤ企業間の競争を促しタイヤメーカー
も、より多くの顧客企業を新たに獲得するため
の、また優良顧客企業への自社の納入割合を高
めるための競争を展開したからである。
　前掲の表 2 によれば、1924 年に、71 社の米
自動車メーカーの中で複数のタイヤメーカーか
らタイヤを調達している企業が 46 社で、多数派

を占めていた。また、表 3 から、26 年に調査さ
れた米自動車 36 社のほとんどがタイヤを複社
発注していた。また、この表 3 によれば、1926
年、グッドイヤーからまったくタイヤを調達し
ない自動車メーカーは 13 社あり、調査企業の約
3 割にすぎない。7 割の自動車メーカーは複数の
タイヤ―メーカーから OE タイヤを調達してい
たのである。タイヤ複社発注という行動が自動
車メーカーの間に一般的な行動であったことが
窺い知れる。
　殊に、自動車メーカーは、寡占体制の米タイ
ヤ産業で有力メーカーを OE タイヤ市場で脱落
させず、意図的にタイヤメーカー間の競争を維
持させようとしていた 76）。例えば、GM 全社で

表３　米自動車メーカーのグッドイヤ製タイヤの購入比率（1926 年）
自動車メーカー 自動車メーカーのグッドイヤー製購入比率 自動車メーカー 自動車メーカーのグッドイヤー製購入比率
Auburn 60%（Goodrich 製 20%、Firestone 約 20%） Lincoln 40%
Buick 30 ～ 60% Moon 0%（すべて Miller と Firestone から購入）
Cadillac 60% Nash 50%

Case 100% Marmon 0%（Goodrich、Firestone、Seiberling
製が標準的）

Chandler 50%（残りはすべて Goodrich） Oakland 低い比率

Chevrolet 50%。ただし、Chevrolet のオークラン
ド（CA 州）工場は 100%。 Olds 低い比率（Pennsylvania と Kelly 製が

標準的）

Chrysler 0%（100% が Fisk 製タイヤ） Packard 0%（US Rubber、Seiberling、Firestone、
Kelly、 Miller から購入）

Cleveland
輸出車に Goodyear 製が一般的。同社
のモデル 43 には、50%（残りは Fires-
tone）。モデル 31 は 100%Lee の製品。

Paige Jewett
Paige の 40%、Jewett の 20%（残りの
タイヤ購入分は Firestone と Miller か
ら）

Dodge 約 40% Peerless 40%（他には、Goodrich、Firestone）
Durant 0%（Fisk100%） Pierce-Arrow 40%

Elgar 0%（Firestone100%） REO 0%（US Rubber、Firestone、Kelly か
ら購入）

Ford かなりの比率。米西海岸の組立工場に
は Goodyear 100% Rickenbacker

同社売上高の半分を占める 8 シリン
ダー車用分は 100% グッドイヤー製を
購入

Franklin 100% Stearns 0%（100%Miller から購入）

Gardner 100% Studebaker 0%（Firestone, US Rubber, Goodrich
から購入）

Hudson & 
Essex 75%（US Rubber 25%） Stutz 0%（Lee と Goodrich から購入）

Hupp 100% Velie 0%（100%Miller から購入）
Jordan 0%（Lee 製が 100%） Wills-St. Claire 0%（Firestone 製が一般的）
Hupp 約 75%（残りは Firestone） Willys-Overland 0%（Fisk 製 100%）

資料： Sales Promotion Department of Goodyear(1926)。
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はずである。しかし、現実で、OE タイヤの需
要量の変動は激しかった。つまり、アメリカの
自動車市場の変動の影響で、OE タイヤ市場の
浮き沈みも激しく、RE タイヤに比べ、OE タイ
ヤの需要変動が大きかった。例えば、図 3 から、
タイヤ市場全体より OE タイヤ市場の変動が激
しかったことを確認できる。
　個別タイヤ企業に対しても、同じことが確認
できる。例えば、図 4 で、グッドイヤーの例を
見れば、1929 年～ 39 年に、OE タイヤの増減幅
がタイヤ全体の増減幅より大きいことがわか
る。
　自動車メーカーとタイヤメーカー間の OE タ
イヤの企業間取引はこうした激しい需要変動を
伴うものであった。それゆえ、需要が落ち込む
ときは、稼働率維持のための価格引下げ競争が
激しくなる誘因を孕んでいたのである。

　③ OE タイヤ事業の厳しい採算性
　OE タイヤの拡販を巡る激しい競争は OE タ
イヤの取引の採算性を厳しくしていた。
　OE タイヤの価格は低い水準に抑えられる傾

みれば常に複数のタイヤメーカーからタイヤを
購入するという複社発注を行った 77）。各車種事
業部間の競争が間接的にタイヤメーカー間競争
を扇いだだけでなく、GM の個別事業部だけを
みても、タイヤの複社発注を原則にしていた。
前掲の表 2 でみても、1924 年、GM の各車種事
業部はタイヤの複社発注を行っていることが分
かる。GM の各事業部の調達部隊は、複数のタ
イヤメーカーの納入割合を入念に調整し、タイ
ヤメーカーを競わせた 78）。 
　また、前掲の表 3 によれば、1924 年に、フォー
ドはファイアストーンとグッドイヤーに加え
て、グッドリッチ、ミラー、メイソンからもタ
イヤを購入していた。
　こうした大手自動車企業によるタイヤ複社発
注政策が特定企業との相対取引の中でも、タイ
ヤメーカー間の競争を促したのである。

　② OE タイヤ市場の激しい変動
　OE タイヤは、特定自動車メーカーからのま
とまった数量の受注を前提に生産を行うため、
この面からは OE 販売タイヤの数量が安定する
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向があった。例えば、1913 年の OE タイヤ価格
は RE の卸販売価格の約 8 割にすぎなかったと
される。
　1920 年以降にも、自動車メーカーは持続的に
OE タイヤ市場で価格の引き下げ要求を通すこ
とができた。その背景には、20 年代半ばより自
動車市場が成熟して OE タイヤ市場の成長も行
き詰まったことがある、それが激しい設備投資
競争による資本集約度の上昇を媒介にし、稼働
率維持の誘因を強め、その結果、OE タイヤメー
カー間の価格競争が激しくなった。さらに、20
年代末から 30 年代前半の恐慌期に価格差別化
を含め、タイヤメーカー間の競争は一層激しく
なり、OE タイヤの価格低下の圧力が働いた 79）。
　それに、戦前期、米タイヤ企業より大手自動
車メーカーの取引交渉力が高かったことも、OE
タイヤの取引価格を低く抑える要因になってい
た。当時の米自動車産業のトップ企業の集中度
はタイヤ産業のそれより高く、産業の集中度と
いう面では、需要企業の自動車メーカーがより
高い交渉力を発揮できる状況にあった 80）。企業
規模からみても、大手自動車メーカーは米タイ
ヤ産業の主なプレーヤーより大きかった。これ
も、大手自動車メーカーが OE タイヤ取引で高

い交渉力を発揮できた理由であった。それに、
前述したように、20 年代後半に米自動車産業の
成長が行き詰まり、20 年代末以降には大恐慌に
陥り、OE タイヤ市場が買手市場になったこと
も、この時期、需要者の取引交渉力を高めた 81）。
　価格競争と、需要者からの価格引下げの圧力
下、戦前期の米 OE タイヤ事業はマージンが極
めて低い事業であった 82）。大量の OE タイヤ受
注から納入までは、相当な在庫コストを伴うこ
とが多かったが、こうした在庫コストの負担面
でも、需要者の強い取引交渉力で自動車メー
カーに有利な取引条件でのタイヤ取引が行われ
た。特に、製造コストの重要な要素であるゴム
価格の変動が極めて激しい中で、在庫コストを
タイヤメーカーが負担することは、タイヤメー
カーに大きな財務的不確実性を伴うものであっ
た 83）。
　それに、大手自動車メーカーの要求によって
OE タイヤの仕様が異なり、OE タイヤの販売先
を拡大するためには、多くの仕様のタイヤを生
産しなければならなかった上、20 年代半ばから
乗用車のモデルチェンジが増え、旧モデル用の
OE タイヤの在庫負担も膨れ上がった 84）。
　このように、タイヤメーカーにとって、安定

図４　グッドイヤーのタイヤ及びOEタイヤの販売増減率（1930年-39 年）
（単位：%）

資料 : Goodyear Archives Record、American History Research Center in University of Akron。
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自動車メーカーとタイヤメーカー間の タイヤの企業間取引はこうした激しい需要

変動を伴うものであった。従って、需要が落ち込むときは、稼働率維持のための価格

引下げ競争が激しくなる誘因を孕んでいたのである。

③ タイヤ事業の厳しい採算性

タイヤの拡販を巡る激しい競争が タイヤの取引の採算性を厳しくしていた。

タイヤの価格は低い水準に抑えられる傾向があったとされる。例えば、 年の

タイヤ価格は の卸販売価格の約 割にすぎなかった。

年以降にも、自動車メーカーは持続的に タイヤ市場で価格の引き下げ要求を通

すことができた。その理由は、 年代半ばより自動車市場が成熟して増勢が鈍くなっ

た。その影響で、 タイヤ市場の成長も行き詰まり、それが激しい競争、投資による

資本集約度の上昇を媒介にし、稼働率維持の誘因を強め、その結果、価格競争が激し

くなったからである。 年代末から 年代前半の恐慌期に価格差別化を含め、タイヤ

メーカー間の競争は一層激しくなり、 タイヤの価格低下の圧力が働いた 。

それに、戦前期、米タイヤ企業より大手自動車メーカーの取引交渉力が高かったこ

とも、 タイヤの取引価格を低く抑える要因になっていた。当時の米自動車産業のト

ップ企業の集中度はタイヤ産業より高く、産業の集中度という面では、需要産業の自

動車産業がより高い交渉力を発揮できる状況にあった 。企業規模からみても、大手自

動車メーカーは米タイヤ産業の主なプレーヤーより大きかった。これも、大手自動車

メーカーがタイヤ取引で高い交渉力を発揮できた理由であった。それに、前述したよ
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的な取引数量、安定的な収益性が期待された
OE タイヤ市場で、需要量の激しい変動、激し
いタイヤメーカー間競争による厳しい収益性・
採算性の問題を常に抱えていた。OE タイヤの
企業間取引は競争と相互促進的な関係にあった
のである。
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